
JP 6777512 B2 2020.10.28

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モータ本体と、
　前記モータ本体に電力を供給するための電力ケーブルと、
　前記電力ケーブルに電気的に接続されたケーブルコンタクトと、
　前記ケーブルコンタクトが液密的に結合されたケーブル側絶縁性部材と、
　前記ケーブルコンタクトに接続されたモータコンタクトと、
　前記モータコンタクトが液密的に結合されたモータ側絶縁性部材と、
　前記ケーブル側絶縁性部材と前記モータ側絶縁性部材との間に形成された密閉空間内に
配置された絶縁性の囲いとを備え、
　前記囲いは、前記密閉空間内に位置する前記ケーブルコンタクトと前記モータコンタク
トの露出部分を囲んでおり、
　前記囲いの一方の端部は、前記ケーブル側絶縁性部材に着脱可能に接続され、前記囲い
の他方の端部は、前記モータ側絶縁性部材に着脱可能に接続されており、
　前記囲いは、絶縁性の弾性材料から構成されていることを特徴とする水中モータ。
【請求項２】
　電力ケーブルに電気的に接続可能なケーブルコンタクトと、
　前記ケーブルコンタクトが液密的に結合されたケーブル側絶縁性部材と、
　前記ケーブルコンタクトに接続可能なモータコンタクトと、
　前記モータコンタクトが液密的に結合されたモータ側絶縁性部材と、
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　前記ケーブル側絶縁性部材と前記モータ側絶縁性部材との間に形成された密閉空間内に
配置された絶縁性の囲いとを備え、
　前記囲いは、前記密閉空間内に位置する前記ケーブルコンタクトと前記モータコンタク
トの露出部分を囲んでおり、
　前記囲いの一方の端部は、前記ケーブル側絶縁性部材に着脱可能に接続され、前記囲い
の他方の端部は、前記モータ側絶縁性部材に着脱可能に接続されており、
　前記囲いは、絶縁性の弾性材料から構成されていることを特徴とする防水コネクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水中モータ及び防水コネクタに関し、特に、高電圧の水中モータ及び該水中
モータに適用される防水コネクタに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　昨今の異常気象や台風及び洪水など災害の影響により、従来の陸上ポンプでは運転が必
要な災害時にポンプを運転できないケースが散見されている。この対策として没水時にも
運転可能な水中ポンプの導入が検討され、ポンプの交換時において、陸上ポンプを水中ポ
ンプに交換する案件が増加している。
【０００３】
　水中ポンプの導入に伴い、これまでにない大容量の水中モータが必要となっている。特
に、海外における河川や排水機場の規模は大きいため、多くの場合、大出力(１ＭＷクラ
ス)の水中モータが採用される。
【０００４】
　水中ポンプの大出力化に伴い、水中モータの高電圧化が進んでいる。これは、低電圧の
水中モータでは、次のようなデメリットがあるためである。つまり、大電流を水中モータ
に流すためには、水中モータのモータ本体と電源とを接続するケーブルのサイズを大きく
しなければならない。ケーブルのサイズが大きくなると、ケーブルの価格が高くなり、特
殊なケーブルを使用しなければならず、ケーブルの重量も増大してしまう。このようなケ
ーブルを取り扱うことは困難である。さらに、このような水中モータでは、電圧降下が大
きくなるため、ケーブルのサイズを大きくしなければならず、水中モータの始動容量を大
きくしなければならない。つまり、発電機や変圧器を大型化しなければならない。結果と
して、設備や遮断器を大型化しなければならない。さらに、このような水中モータでは、
モータ本体とケーブルとの接続部が大型化し、接続作業が困難になってしまう。
【０００５】
　これに対し、高電圧の水中モータのメリットは次の通りである。つまり、高電圧の水中
モータでは、電流を小さく抑えることができるため、ケーブルのサイズを小さくすること
ができる。さらに、電圧降下を小さくすることができるため、水中モータの始動容量を小
さくすることができ、結果として、設備や遮断器を小型化することができる。さらに、こ
のような水中モータでは、モータ本体とケーブルとの接続部を小型化することができるた
め、水中モータのコストを低減することができ、接続作業を容易にすることができる。
【０００６】
　防水コネクタを介してケーブルをモータ本体に電気的に接続するタイプの水中モータが
知られている。図１０はコネクタ方式の水中モータを示す図である。図１０に示すように
、ケーブル１３７は防水コネクタ１４６に接続されている。ケーブル１３７は、電力ケー
ブル１３７ａ及びアースケーブル１３７ｂから構成されている。これら電力ケーブル１３
７ａ及びアースケーブル１３７ｂは、ケーブルコンタクト１５０及びアースコンタクト１
５１にそれぞれ接続されている。
【０００７】
　防水コネクタ１４６は、ケーブルコンタクト１５０及びアースコンタクト１５１が液密
的に接続された絶縁体１４９と、絶縁体１４９が液密的に結合された導電性外被部材１４
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８とを備えている。モータ本体１３６には、口出し線１４５が接続されており、口出し線
１４５はモータコンタクト１４２に接続されている。モータコンタクト１４２は絶縁体１
４１に液密的に接続されており、絶縁体１４１はモータケーシング１４０に液密的に結合
されている。ケーブルコンタクト１５０がモータコンタクト１４２に接続されると、電力
はケーブル１３７及び口出し線１４５を通じて電源からモータ本体１３６に供給される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平９－７４７０９号公報
【特許文献２】実開昭６１－１４７５７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、図１０に示すように、コンタクト１４２，１５０の接続部分は、絶縁体
１４１と絶縁体１４９との間に形成された空間１６０内に位置している。つまり、コンタ
クト１４２，１５０は空間１６０内で露出している。したがって、電力がモータ本体１３
６に供給されると、コンタクト１４２，１５０の露出部分が位置する空間１６０内におい
て放電現象が発生するおそれがあり、結果として、漏電事故が発生するおそれがある。
【００１０】
　本発明は、上述した従来の問題点に鑑みてなされたもので、漏電事故を防止することが
できる水中モータ及び防水コネクタを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述した目的を達成するために、本発明の一態様は、モータ本体と、前記モータ本体に
電力を供給するための電力ケーブルと、前記電力ケーブルに電気的に接続されたケーブル
コンタクトと、前記ケーブルコンタクトが液密的に結合されたケーブル側絶縁性部材と、
前記ケーブルコンタクトに接続されたモータコンタクトと、前記モータコンタクトが液密
的に結合されたモータ側絶縁性部材と、前記ケーブル側絶縁性部材と前記モータ側絶縁性
部材との間に形成された密閉空間内に配置された絶縁性の囲いとを備え、前記囲いは、前
記密閉空間内に位置する前記ケーブルコンタクトと前記モータコンタクトの露出部分を囲
んでいることを特徴とする水中モータである。
【００１２】
　本発明の好ましい態様は、前記囲いの一方の端部は、前記ケーブル側絶縁性部材に着脱
可能に接続され、前記囲いの他方の端部は、前記モータ側絶縁性部材に着脱可能に接続さ
れていることを特徴とする。
　本発明の好ましい態様は、前記囲いは、絶縁性の弾性材料から構成されていることを特
徴とする。
　本発明の好ましい態様は、前記囲いは、前記ケーブル側絶縁性部材から前記モータ側絶
縁性部材に向かって延びる第１の囲い部と、前記モータ側絶縁性部材から前記ケーブル側
絶縁性部材に向かって延びる第２の囲い部とを少なくとも含むラビリンス構造を有してい
ることを特徴とする。
【００１３】
　本発明の他の態様は、電力ケーブルに電気的に接続可能なケーブルコンタクトと、前記
ケーブルコンタクトが液密的に結合されたケーブル側絶縁性部材と、前記ケーブルコンタ
クトに接続可能なモータコンタクトと、前記モータコンタクトが液密的に結合されたモー
タ側絶縁性部材と、前記ケーブル側絶縁性部材と前記モータ側絶縁性部材との間に形成さ
れた密閉空間内に配置された絶縁性の囲いとを備え、前記囲いは、前記密閉空間内に位置
する前記ケーブルコンタクトと前記モータコンタクトの露出部分を囲んでいることを特徴
とする防水コネクタである。
【００１４】
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　本発明の好ましい態様は、前記囲いの一方の端部は、前記ケーブル側絶縁性部材に着脱
可能に接続され、前記囲いの他方の端部は、前記モータ側絶縁性部材に着脱可能に接続さ
れていることを特徴とする。
　本発明の好ましい態様は、前記囲いは、絶縁性の弾性材料から構成されていることを特
徴とする。
　本発明の好ましい態様は、前記囲いは、前記ケーブル側絶縁性部材から前記モータ側絶
縁性部材に向かって延びる第１の囲い部と、前記モータ側絶縁性部材から前記ケーブル側
絶縁性部材に向かって延びる第２の囲い部とを少なくとも含むラビリンス構造を有してい
ることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　絶縁性の囲いは密閉空間内に位置するケーブルコンタクトとモータコンタクトの露出部
分を囲んでいる。したがって、囲いは、この露出部分の絶縁距離を十分に確保することが
でき、結果として、漏電事故を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の一実施形態に係る水中モータを備えた水中渦巻ポンプ装置を示す図であ
る。
【図２】本発明の一実施形態に係る水中モータを備えた水中斜流ポンプ装置を示す図であ
る。
【図３】モータ本体とケーブルとの接続を示す断面図である。
【図４】防水コネクタの一実施形態を示す図である。
【図５】囲いの拡大断面図である。
【図６】防水コネクタの他の実施形態を示す断面図である。
【図７】囲いの一実施形態を示す拡大断面図である。
【図８】囲いの他の実施形態を示す拡大断面図である。
【図９】防水コネクタのさらに他の実施形態を示す断面図である。
【図１０】コネクタ方式の水中モータを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。なお、以下で説明する図面
において、同一又は相当する構成要素には、同一の符号を付して重複した説明を省略する
。
　以下に説明する実施形態では、水中機械の一例としての乾式水中モータについて説明す
るが、水中機械は乾式水中モータに限定されない。水中機械の他の例として、乾式水中発
電機を挙げることができる。
【００１８】
　図１は本発明の一実施形態に係る水中モータを備えた水中渦巻ポンプ装置を示す図であ
る。図２は本発明の一実施形態に係る水中モータを備えた水中斜流ポンプ装置を示す図で
ある。図１及び図２に示すように、水中モータは、水中渦巻ポンプや水中斜流ポンプなど
の水中ポンプに適用される。以下、図１を参照しつつ、水中モータを備えた水中渦巻ポン
プ装置について説明する。
【００１９】
　図１に示すように、ポンプ装置は、水中モータＭ及びポンプＰを備えており、水中モー
タＭはポンプＰに接続されている。吸込口３０、渦巻室３１、及び吐出配管３２を有する
ポンプケーシング３３内には羽根車（図示しない）が設けられている。羽根車が回転する
と、水は、吸込口３０から吸い込まれ、吐出配管３２を通じて移送される。ポンプケーシ
ング３３には筒状のモータケーシング３５が接続されており、モータケーシング３５はモ
ータ本体３６を液密的に囲んでいる。モータ本体３６にはケーブル３７及び制御ケーブル
３８が電気的に接続可能である。
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【００２０】
　図３はモータ本体３６とケーブル３７，３８との接続を示す断面図である。図４は防水
コネクタの一実施形態を示す図である。なお、図３に示す水中モータＭの形状は図１及び
図２に示す水中モータＭの形状とは僅かに異なっている。モータケーシング３５はその端
部に天板４０を有しており、天板４０の開口部４０ａにはモータ側絶縁体（モータ側絶縁
性部材）４１が液密的に結合されている。モータ側絶縁体４１は、モータ側孔４１ａを有
している。
【００２１】
　モータ側孔４１ａには、モータコンタクト４２が液密的に取り付けられている。天板４
０とモータ側絶縁体４１との間にはＯリング（シール部材）４３が配置されており、モー
タ側絶縁体４１とモータコンタクト４２との間にはＯリング（シール部材）４４が配置さ
れている。モータコンタクト４２にはモータ本体３６に接続された口出し線４５が電気的
に接続されている。
【００２２】
　ケーブル３７の先端部分は筒状のコネクタ本体４６に取り囲まれている。コネクタ本体
４６には、ケーブルパッキン（シール部材）４７を介してケーブルグランド４８がねじ６
３の締結によって固定されている。これらコネクタ本体４６及びケーブルグランド４８は
総称して導電性外被部材と呼ばれる。ケーブルパッキン４７は、環状形状を有しており、
ケーブル３７（より具体的には、ケーブル３７を覆うケーブルカバー）とケーブルグラン
ド４８との間に配置されている。
【００２３】
　コネクタ本体４６には、ケーブル側絶縁体（ケーブル側絶縁性部材）４９が液密的に結
合されている。ケーブル側絶縁体４９は、第１ケーブル側孔４９ａ及び第２ケーブル側孔
４９ｂを有している。第１ケーブル側孔４９ａには、ケーブルコンタクト５０が液密的に
取り付けられている。第２ケーブル側孔４９ｂには、アースコンタクト５１が液密的に取
り付けられている。
【００２４】
　ケーブルコンタクト５０は、その先端５０ａがケーブル側絶縁体４９の外面４９ｃの外
方に突出するように設けられている。ケーブル側絶縁体４９の外面４９ｃはモータ側絶縁
体４１に対向する面である。ケーブルコンタクト５０には、ケーブル３７の電力ケーブル
３７ａが電気的に接続されている。電力ケーブル３７ａは、モータ本体３６に電力を供給
するためのケーブルである。アースコンタクト５１には、ケーブル３７のアースケーブル
３７ｃが電気的に接続されている。
【００２５】
　防水コネクタはモータ側コネクタ６１及びケーブル側コネクタ６２から構成されている
。モータ側コネクタ６１は、モータ側絶縁体４１及びモータコンタクト４２から基本的に
構成されており、ケーブル側コネクタ６２は、導電性外被部材（コネクタ本体４６及びケ
ーブルグランド４８）、ケーブル側絶縁体４９、ケーブルコンタクト５０、及びアースコ
ンタクト５１から基本的に構成されている。
【００２６】
　コネクタ本体４６とケーブル側絶縁体４９との間にはＯリング（シール部材）５５が配
置されており、コネクタ本体４６と天板４０との間にはＯリング（シール部材）５９が配
置されている。Ｏリング５５によってコネクタ本体４６とケーブル側絶縁体４９との間の
液密性が確保され、Ｏリング５９によってコネクタ本体４６と天板４０との間の液密性が
確保される。
【００２７】
　ケーブル側絶縁体４９の内面４９ｄには壁５６が接続されている。壁５６は、ケーブル
コンタクト５０の延びる方向に沿って延びている。ケーブル側絶縁体４９及び壁５６は一
体的に構成されている。ケーブル側絶縁体４９の内面４９ｄはケーブル側絶縁体４９の外
面４９ｃとは反対側の面である。
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【００２８】
　壁５６とケーブルコンタクト５０との間の隙間には、樹脂６７がコンタクト５０，５１
及びケーブル３７ａ，３７ｃの露出部３７ｂ，３７ｄを覆うように充填されている。樹脂
６７は、ケーブル３７ａ，３７ｃの露出部３７ｂ，３７ｄを空間４６ａから気密的及び液
密的に隔離できる。コンタクト５０，５１は、樹脂６７を介して液密的にケーブル側絶縁
体４９に取り付けられる。ケーブル３７ａ，３７ｃの露出部３７ｂ，３７ｄを樹脂６７に
よって被覆する処理は水切り処理と呼ばれる。本実施形態によれば、陸上側の水がケーブ
ル３７を介してコネクタ接続部及び水中モータＭの内部に浸入することが防止される。
【００２９】
　コネクタ本体４６はその下端から突出するフランジ部５７を有している。これらコネク
タ本体４６及びフランジ部５７は一体的に構成されている。フランジ部５７は、図示しな
い複数の締結具（例えば、ねじ）によってモータケーシング３５の天板４０に液密的に結
合されている。フランジ部５７には、これら複数の締結具を挿通するための複数の締結穴
（図示しない）が形成されており、これら複数の締結穴はフランジ部５７の周方向に沿っ
て配置されている。締結具を締結穴に挿入し、締結具を締め付けることにより、フランジ
部５７は天板４０に液密的に結合される。
【００３０】
　フランジ部５７はその下端から突出する筒状凸部９１を備えており、天板４０はその開
口部４０ａに形成された筒状凹部９２を備えている。筒状凸部９１は導電性外被部材の開
口部の一部を形成しており、筒状凹部９２は天板４０の開口部４０ａの一部を形成してい
る。筒状凸部９１と筒状凹部９２は互いに嵌合するように構成されている。
【００３１】
　ケーブルコンタクト５０は、ケーブル側絶縁体４９からモータ側絶縁体４１に向かって
外方に突出している。さらに、筒状凸部９１の先端９１ａは、ケーブルコンタクト５０の
先端５０ａよりもモータ側絶縁体４１に向かって外方に突出している。ケーブルコンタク
ト５０とケーブル側絶縁体４９、及び筒状凸部９１とケーブルコンタクト５０をこのよう
な位置関係にすることによって、樹脂などによる成型部品をモータ側絶縁体４１及びケー
ブル側絶縁体４９に採用することができる。つまり、機械加工による部品と比較し、仕上
がり寸法精度の劣るような樹脂などの成型部品をモータ側絶縁体４１及びケーブル側絶縁
体４９に採用したとしても、モータ側絶縁体４１の外面４１ｃとケーブル側絶縁体４９の
外面４９ｃとの間には接続部空間（密閉空間）６０が確保される。その結果、接続部空間
６０は、種々の製造誤差や組立誤差等の要因による寸法のバラつき等を吸収しつつ、モー
タコンタクト４２とケーブルコンタクト５０の電気的機械的接続と、筒状凸部９１と筒状
凹部９２との機械的接続とを確実に達成することができる。
【００３２】
　さらに本実施形態によれば、筒状壁（筒状凸部９１及び筒状凹部９２）同士の嵌合によ
り、防水コネクタの着脱が容易であるとともに、確実なシール構造を容易に構成すること
ができる。
【００３３】
　防水コネクタは、アースコンタクト５１と導電性外被部材とを電気的に接続する板状の
アース部材５２を備えている。アース部材５２は、Ｌ字形状を有しており、導電性材料か
ら構成されている。アース部材５２は、アースコンタクト５１にねじ５３によって固定さ
れており、コネクタ本体４６（より具体的には、筒状凸部９１）にねじ５４によって固定
されている。
【００３４】
　防水コネクタは、ケーブル側絶縁体４９とモータ側絶縁体４１との間に形成された接続
部空間６０内に配置された絶縁性の囲い１９３をさらに備えている。接続部空間６０は、
モータ側絶縁体４１、ケーブル側絶縁体４９、天板４０、及びコネクタ本体４６によって
形成された密閉空間である。囲い１９３はこの接続部空間６０内に位置するケーブルコン
タクト５０とモータコンタクト４２との露出部分を囲んでいる。
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【００３５】
　図５は囲い１９３の拡大断面図である。囲い１９３は、筒形状を有しており、絶縁性の
弾性材料（例えば、ゴム）から構成されている。囲い１９３の内面１９３ａは、ケーブル
コンタクト５０とモータコンタクト４２との露出部分に隣接している。本実施形態では、
囲い１９３の内面１９３ａは、ケーブルコンタクト５０とモータコンタクト４２との露出
部分の大部分に接触している。囲い１９３の内面１９３ａは、必ずしもこれらコンタクト
５０，４２の露出部分のすべてに接触する必要はなく、この露出部分から離間していても
よい。囲い１９３の外面１９３ｂは、フランジ部５７の内面５７ａ（図４参照）には接触
しておらず、内面５７ａから離間している。
【００３６】
　囲い１９３の一方の端部１９３ｃはケーブル側絶縁体４９に着脱可能に接続されており
、囲い１９３の他方の端部１９３ｄはモータ側絶縁体４１に着脱可能に接続されている。
囲い１９３の一端部１９３ｃには、ケーブル側絶縁体４９に向かって延びる環状の突出部
（第１突出部）１９４が形成されている。ケーブル側絶縁体４９には、突出部１９４と嵌
合する環状の窪み部１９５が形成されている。窪み部１９５は、ケーブル側絶縁体４９の
外面４９ｃ上に形成されており、第１ケーブル側孔４９ａに接続されている。突出部１９
４が窪み部１９５に嵌め込まれると、囲い１９３はケーブル側絶縁体４９に接続される。
【００３７】
　囲い１９３の他端部１９３ｄには、モータ側絶縁体４１に向かって延びる環状の突出部
（第２突出部）１９６が形成されている。モータ側絶縁体４１には、突出部１９６と嵌合
する環状の窪み部１９７が形成されている。窪み部１９７は、モータ側絶縁体４１の外面
４１ｃ上に形成されており、モータ側孔４１ａに接続されている。突出部１９６が窪み部
１９７に嵌め込まれると、囲い１９３はモータ側絶縁体４１に接続される。本実施形態で
は、窪み部１９５の直径は窪み部１９７の直径と同一であり、ケーブルコンタクト５０の
先端５０ａは窪み部１９７内に位置している。
【００３８】
　一実施形態では、絶縁体４９，４１に窪み部１９５，１９７をそれぞれ設ける代わりに
、絶縁体４１，４９に環状の出っ張りをそれぞれ設けてもよい。つまり、ケーブル側絶縁
体４９にモータ側絶縁体４１に向かって延びる環状の出っ張りを設け、モータ側絶縁体４
１にケーブル側絶縁体４９に向かって延びる環状の出っ張りを設けてもよい。この場合、
囲い１９３の一端部１９３ｃはケーブル側絶縁体４９の出っ張りに着脱可能に接続され、
囲い１９３の他端部１９３ｄはモータ側絶縁体４１の出っ張りに着脱可能に接続される。
【００３９】
　本実施形態によれば、絶縁性の囲い１９３は接続部空間６０内に位置するケーブルコン
タクト５０とモータコンタクト４２の露出部分を囲んでいる。したがって、囲い１９３は
、この露出部分の絶縁距離を十分に確保することができ、結果として、漏電事故を防止す
ることができる。
【００４０】
　本実施形態では、囲い１９３は、ケーブル側絶縁体４９及びモータ側絶縁体４１とは異
なる部材から構成されている。つまり、囲い１９３と絶縁体４９，４１は別個の部材であ
る。したがって、囲い１９３を追加するだけの簡単な構成で、漏電事故を確実に防止する
ことができる。さらに、本実施形態によれば、囲い１９３を絶縁体４１，４９に容易に取
り付けることができ、かつ絶縁体４１，４９から容易に取り外すことができる。したがっ
て、囲い１９３の交換などのメンテナンスを容易に行うことができる。
【００４１】
　さらに本実施形態によれば、囲い１９３はシール部材としての役割を果たすことができ
るので、二重の気密構造を構成することができる。すなわち、Ｏリング５９によってコネ
クタ本体４６と天板４０との間の液密性及び気密性が確保され、さらには、囲い１９３に
よって絶縁体４１，４９と囲い１９３との間の液密性及び気密性が確保される。
【００４２】
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　さらに本実施形態によれば、囲い１９３は弾性を有しているため、囲い１９３は水中モ
ータＭの運転により発生する振動を吸収することができる。つまり、振動が大きい場合、
囲い１９３はダンパとしての機能を発揮することができる。したがって、防水コネクタを
構成する部材の損傷を防止することができる。このように、囲い１９３は水中モータＭの
振動の対策に寄与することができる。
【００４３】
　以下、上述した防水コネクタの接続工程について説明する。まず、口出し線４５が接続
されたモータコンタクト４２をモータ側絶縁体４１のモータ側孔４１ａに液密的に取り付
ける。電力ケーブル３７ａが接続されたケーブルコンタクト５０をケーブル側絶縁体４９
のケーブル側孔４９ａに液密的に取り付け、アースケーブル３７ｃが接続されたアースコ
ンタクト５１をケーブル側孔４９ｂに液密的に取り付ける。ケーブル３７ａ，３７ｃをコ
ンタクト５０，５１にそれぞれ接続した後、壁５６とコンタクト５０，５１との間の隙間
に樹脂６７を流し込み、硬化させる。
【００４４】
　次に、囲い１９３がモータ側絶縁体４１及びケーブル側絶縁体４９のうちの一方に接続
され、この状態のまま、コンタクト４２，５０が互いに接続される。結果として、囲い１
９３はこれら絶縁体４１，４９のうちの他方にも接続され、囲い１９３はケーブルコンタ
クト５０とモータコンタクト４２との露出部分を囲うことができる。コンタクト４２，５
０の接続により、電力ケーブル３７ａと口出し線４５とが電気的に接続される。図示しな
いが、制御ケーブル３８も同様に接続される。
【００４５】
　このように構成された水中モータＭでは、コネクタ構造が採用されているにもかかわら
ず、液密性が充分に保たれている。すなわち、筒状壁（筒状凸部９１及び筒状凹部９２）
同士の嵌合、Ｏリング４３，４４，５５，５９、及びケーブルパッキン４７により、確実
なシール構造を容易に構成することができる。さらに、コンタクト４２，５０の露出部分
は囲い１９３によって覆われているため、より確実なシール構造を構成することができる
。万一、水中で防水コネクタが外れても、Ｏリング４３，４４は水のモータ本体３６への
浸入を防止しているので、水がモータ本体３６に浸入するような事態は生じない。
【００４６】
　図６は防水コネクタの他の実施形態を示す断面図である。図７は囲い２９３の一実施形
態を示す拡大断面図である。特に説明しない本実施形態の構成および動作は、上述した実
施形態と同じであるので、その重複する説明を省略する。本実施形態では、防水コネクタ
は、接続部空間６０内に配置された絶縁性の囲い２９３を備えている。この囲い２９３は
、ケーブル側絶縁体４９からモータ側絶縁体４１に向かって延びる第１の囲い部２９４と
、モータ側絶縁体４１からケーブル側絶縁体４９に向かって延びる第２の囲い部２９５と
を少なくとも含むラビリンス構造を有している。
【００４７】
　本実施形態では、囲い２９３は２つの囲い部を備えているが、囲い部の数は本実施形態
に限定されない。一実施形態では、囲い２９３は、第３の囲い部（図示しない）を備えて
もよく、又はそれ以上の数の囲い部を備えてもよい。
【００４８】
　本実施形態では、第１の囲い部２９４とケーブル側絶縁体４９は一体成形部材であり、
第２の囲い部２９５とモータ側絶縁体４１は一体成形部材である。これら囲い部２９４，
２９５は、筒状形状を有しており、絶縁性の硬質材料（より具体的には、絶縁性の樹脂材
料）から構成されている。
【００４９】
　第２の囲い部２９５は、第１の囲い部２９４とコンタクト４２，５０の露出部分との間
に配置されており、コンタクト４２，５０の露出部分及び第１の囲い部２９４から離間し
ている。つまり、第２の囲い部２９５とコンタクト４２，５０の露出部分との間、及び第
１の囲い部２９４と第２の囲い部２９５との間には隙間が形成されている。
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【００５０】
　このように、第２の囲い部２９５をコンタクト４２，５０の露出部から離間して配置し
、さらに、第１の囲い部２９４を第２の囲い部２９５から離間して配置することにより、
コンタクト４２，５０の露出部と第１の囲い部２９４との間には屈曲した隙間（ラビリン
ス隙間）が形成される。この隙間は、コンタクト４２，５０の断面及び囲い部２９４，２
９５の断面を見たときにコの字状である。
【００５１】
　本実施形態では、ケーブル側絶縁体４９の窪み部１９５の直径はモータ側絶縁体４１の
窪み部１９７の直径よりも大きい。第１の囲い部２９４の内径は窪み部１９５の直径と同
一であり、第２の囲い部２９５の内径は窪み部１９７の直径と同一である。本実施形態で
は、第１の囲い部２９４の内面２９４ａは窪み部１９５に接続されており、第２の囲い部
２９５の内面２９５ａは窪み部１９７に接続されている。
【００５２】
　第１の囲い部２９４の先端２９４ｂは、モータ側絶縁体４１から離間しており、モータ
側絶縁体４１には接触していない。ケーブルコンタクト５０の先端５０ａは、第１の囲い
部２９４の先端２９４ｂよりもモータ側絶縁体４１に向かって外方に突出している。第２
の囲い部２９５の先端２９５ｂは、ケーブル側絶縁体４９から離間しており、ケーブル側
絶縁体４９には接触していない。第２の囲い部２９５の先端２９５ｂは窪み部１９５内に
位置している。
【００５３】
　本実施形態によれば、ケーブルコンタクト５０とモータコンタクト４２との露出部分を
囲む絶縁性の囲い２９３はラビリンス隙間を形成することができる。したがって、囲い２
９３は、この露出部分の絶縁距離を十分に確保することができ、結果として、漏電事故を
防止することができる。
【００５４】
　図８は囲い２９３の他の実施形態を示す拡大断面図である。図８に示す実施形態では、
第１の囲い部２９４とケーブル側絶縁体４９は別個の部材から構成されており、第２の囲
い部２９５とモータ側絶縁体４１は別個の部材から構成されている。このような構成によ
り、囲い２９３を追加するだけの簡単な構成で、漏電事故を確実に防止することができる
。さらに、本実施形態によれば、囲い２９３の形状の変更や囲い２９３の加工を容易に行
うことができる。
【００５５】
　囲い部２９４，２９５は絶縁体４９，４１とは異なる材料から構成されてもよい。一実
施形態では、囲い部２９４，２９５は絶縁体４９，４１よりも優れた絶縁性を有する材料
から構成されてもよい。
【００５６】
　第１の囲い部２９４及び第２の囲い部２９５は、絶縁体４９，４１にそれぞれ接着され
てもよく、又は、ねじ構造による嵌め合いによって、絶縁体４９，４１にそれぞれ取り付
けられてもよい。このような構成により、囲い部２９４，２９５は絶縁体４９，４１にそ
れぞれ確実に取り付けられるので、囲い２９３は絶縁状態を確実に確保することができる
。
【００５７】
　一実施形態では、囲い部２９４，２９５のそれぞれに雄ねじ加工が施され、絶縁体４９
，４１のそれぞれに雌ねじ加工が施されており、これら囲い部２９４，２９５は絶縁体４
９，４１のそれぞれに螺合される。
【００５８】
　他の実施形態では、ケーブル側絶縁体４９の外面４９ｃには、モータ側絶縁体４１に向
かって延びる雄ねじ部が形成されており、この雄ねじ部の外面にはねじ溝が形成されてい
る。第１の囲い部２９４の内面にはねじ溝が形成されており、第１の囲い部２９４はケー
ブル側絶縁体４９の雄ねじ部に螺合するように構成されている。同様に、モータ側絶縁体
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４１の外面４１ｃには、ケーブル側絶縁体４９に向かって延びる雄ねじ部が形成されてお
り、この雄ねじ部の外面にはねじ溝が形成されている。第２の囲い部２９５の内面にはね
じ溝が形成されており、第２の囲い部２９５はモータ側絶縁体４１の雄ねじ部に螺合する
ように構成されている。
【００５９】
　図９は防水コネクタのさらに他の実施形態を示す断面図である。特に説明しない本実施
形態の構成および動作は、上述した実施形態と同じであるので、その重複する説明を省略
する。防水コネクタは、コネクタ本体４６と天板４０との間に配置されたソケット部材（
中間部材）７０をさらに備えている。本実施形態では、コネクタ本体４６、ケーブルグラ
ンド４８、及びソケット部材７０は総称して導電性外被部材と呼ばれる。コネクタ本体４
６は、ソケット部材７０を介してモータケーシング３５の天板４０に液密的に結合される
。
【００６０】
　ソケット部材７０の形状は比較的自由に決定することができ、かつ、ソケット部材７０
の加工は比較的容易である。本実施形態によれば、モータケーシング３５を直接加工する
ことなく、ソケット部材７０を加工するだけでコネクタ本体４６をモータケーシング３５
（より具体的には、天板４０）に接続することができる。
【００６１】
　ソケット部材７０は天板４０の開口部４０ａに液密的に結合されており、ソケット部材
７０には、モータ側絶縁体４１が液密的に結合されている。ソケット部材７０と天板４０
との間にはＯリング（シール部材）７７が配置されており、ソケット部材７０とモータ側
絶縁体４１との間にはＯリング（シール部材）４３が配置されている。Ｏリング７７によ
ってソケット部材７０と天板４０との間の液密性が確保され、Ｏリング４３によってソケ
ット部材７０とモータ側絶縁体４１との間の液密性が確保される。
【００６２】
　コネクタ本体４６はその下端から突出するフランジ部８３を有している。フランジ部８
３は上述した実施形態におけるフランジ部５７に相当する。フランジ部８３はその下端か
ら突出する筒状部８５を備えており、筒状部８５はソケット部材７０に嵌合するように構
成されている。筒状部８５の先端はケーブルコンタクト５０の先端５０ａよりもモータ側
絶縁体４１に向かって外方に突出している。筒状部８５は上述した実施形態における筒状
凸部９１に相当する。
【００６３】
　ソケット部材７０は、フランジ部７１と、フランジ部７１の下面から突出する筒状部７
２とから構成されている。これらフランジ部７１及び筒状部７２は一体的に構成されてい
る。フランジ部７１はその中央に形成された受容穴（内面）７１ａを有しており、筒状部
８５及び受容穴７１ａは互いに嵌合するように構成されている。
【００６４】
　フランジ部７１，８３には、複数の締結具（図示しない）を挿通するための複数の締結
穴（図示しない）がそれぞれ形成されている。これら複数の締結穴はフランジ部７１，８
３の周方向に沿って配置されている。
【００６５】
　コネクタ本体４６は、その締結穴がソケット部材７０の締結穴に接続されるように、ソ
ケット部材７０に結合される。その後、締結具は締結穴に挿入され、締結具を締め付ける
ことにより、コネクタ本体４６はソケット部材７０を介して天板４０に結合される。
【００６６】
　コネクタ本体４６の筒状部８５とフランジ部７１の受容穴７１ａ（すなわち、フランジ
部７１の内面）との間にはＯリング（シール部材）７８が配置されており、フランジ部７
１の外面７１ｂとコネクタ本体４６のフランジ部８３との間にはＯリング（シール部材）
７９が配置されている。Ｏリング７８，７９によりコネクタ本体４６とソケット部材７０
との間の液密性が確保される。
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【００６７】
　フランジ部７１には、その外面７１ｂからその内面７１ａに挿通する通気孔８０と、高
圧気体配管が接続される管用ねじ８１とが形成されている。通気孔８０は、通常、ねじ栓
８２により閉塞されている。通気孔８０はソケット部材７０の２つのＯリング７８，７９
の間に開口している。このような構成により、液密性が保たれているかどうかのテストを
行なうことができる。つまり、通気孔（通気路）８０を通じて、高圧気体を注入すれば、
液密シール箇所が十分機能しているかどうかをテストすることができる。
【００６８】
　コネクタ本体４６をソケット部材７０に取り付ける際、筒状部８５は、コンタクト４２
，５０が接触する前にフランジ部７１に接触する。つまり、筒状部８５の先端はケーブル
コンタクト５０の先端５０ａよりもモータ側絶縁体４１に向かって外方に突出しており、
フランジ部７１の外面７１ｂはモータコンタクト４２の先端よりもケーブル側絶縁体４９
に向かって外方に突出している。したがって、筒状部８５は、ケーブルコンタクト５０が
モータコンタクト４２に接触する前に、フランジ部７１に接触することができる。防水コ
ネクタを取り外す際は、筒状部８５は、ケーブルコンタクト５０がモータコンタクト４２
から離間した後に、フランジ部７１から離間する。このような構成により、防水コネクタ
を接続する際は、コンタクト４２，５０の接続よりも先にアース接続が行われ、防水コネ
クタの取り外しの際は、コンタクト４２，５０の離間よりも後にアース接続が切断される
。したがって、作業者の感電事故の発生を防止することができる。
【００６９】
　本実施形態では、コネクタ本体４６の空間４６ａは絶縁性の樹脂９８で満たされており
、ケーブル３７ａ，３７ｃ及びこれらケーブル３７ａ，３７ｃの露出部３７ｂ，３７ｄは
この樹脂９８によって完全に被覆されている。コネクタ本体４６の内面には、樹脂９８を
空間４６ａ内に流し込むための溝９９が形成されている。このような溝９９を設けること
により、ケーブル３７を防水コネクタに装着した状態で樹脂９８を空間４６ａに充填する
ことができる。
【００７０】
　本実施形態では、絶縁性の囲い１９３はケーブル側絶縁体４９とモータ側絶縁体４１と
の間に形成された接続部空間６０内に配置されており、この接続部空間６０内に位置する
ケーブルコンタクト５０とモータコンタクト４２との露出部分を囲んでいる。図示しない
が、図６に示す囲い２９３を接続部空間６０内に配置してもよい。
【００７１】
　上述した実施形態では、水中モータに適用される防水コネクタについて説明したが、こ
の実施形態に限定されない。防水コネクタは、水中あるいは水際で使用する、又は、その
可能性のある電気・電子機器にも適用される。例えば、本実施形態に係る防水コネクタは
、水中作業船の電源供給部、車両用動力・制御ケーブルの接続部に適用されても優れた効
果を奏することができる。
【００７２】
　これまで本発明の実施形態について説明したが、本発明は上述の実施形態に限定されず
、その技術思想の範囲内において、種々の異なる形態で実施されてよいことは勿論である
。
【符号の説明】
【００７３】
　３６　　　モータ本体
　３７　　　ケーブル
３７ａ　　　電力ケーブル
３７ｂ，３７ｄ　　　露出部
３７ｃ　　　アースケーブル
　３８　　　制御ケーブル
　４０　　　天板
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　４１　　　モータ側絶縁体（モータ側絶縁性部材）
　４２　　　モータコンタクト
　４５　　　口出し線
　４６　　　コネクタ本体
　４９　　　ケーブル側絶縁体（ケーブル側絶縁性部材）
　５０　　　ケーブルコンタクト
　５１　　　アースコンタクト
　５２　　　アース部材
　６０　　　接続部空間（密閉空間）
　７０　　　ソケット部材（中間部材）
　９８　　　樹脂
　９９　　　溝
１９３，２９３　　　囲い
１９３ａ　　内面
１９３ｂ　　外面
１９３ｃ　　一端部
１９３ｄ　　他端部
１９４，１９６　　　突出部
１９５，１９７　　　窪み部
２９４　　　第１の囲い部
２９５　　　第２の囲い部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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